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Ⅰ．はじめに： 
冷戦終結後、世界の情勢は多極化し、今の全世界では、グローバル化の風潮の下に各国の繋がりが
日々強まっていき、同時に紛争や衝突（ISILなど）も絶えない。それに対して、「平和」という理念
創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 
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は全世界で、ますます大きな課題になっている。今日では、内戦、低強度戦争、不正規戦、テロリズ
ムなどという、伝統的な「国際紛争」ではない武力紛争が多くなっている状況において、新しい視点
から見る平和研究を行うことは、紛争回避の手立て、方法、平和の維持にとって極めて重要な手段で
あると考えられる。 
1973 年に設立された日本平和学会(The Peace Studies Association of Japan [PSAJ])は、国家間
紛争に焦点をおき、これに関連したあらゆる紛争の諸原因と平和の諸条件に関する科学的研究を行い、
関連諸領域の学問的発展に資することを目的とする学会である。変わりゆく現実に対応しながら、平
和な世界を実現するための学術活動を持続的に展開していき、国家間紛争はもとより、軍事主義、不
均衡な社会構造、貧困、環境・人権への脅威、差別など人間の安全を脅かす諸要因の除去に向けて、
学際的な研究を積み重ね、平和の構想を提示してきた 。 
他方、研究動機として、日本平和学会を研究する理由は以下の通りである。日本平和学会はアジア
諸国とともに平和研究を行っている。しかし中国との対話は限られ、中国に関する研究、中国人研究
者の投稿は不十分であり、中日間の学術活動は多くない。（日中平和学交流事業回数：2 回、2015，
2017年）、一方、中国人の間でよく使われる検索エンジン「百度（バイドゥ）」や、中国学術情報デ
ータベース(CNKI:China National Knowledge Infrastructure)から見ると、日本平和学会に関わる記
事や論文はほとんど見当たらない。中国に日本平和学会の活動について紹介しなければならないと考
え、研究対象を日本平和学会とした。 
本稿は、日本で中心的な平和研究組織―日本平和学会([PSAJ])に着目し、同団体が発行する学会誌
の『平和研究』第 30 号－47号（2005 年～2016 年）合わせて 10 年間の研究について、21 世紀に入っ
てからの研究の内容、範囲、対象、論点、主張を明らかにして、特に学会誌第 39号『平和を再定義す
る』、第 45号『「積極的平和」とは何か』の内容を中心に、日本平和学会における「平和」とはなに
か、その定義、研究また主張（「平和」とは，誰の，どのような状態を意味してきたのか。「平和」
概念を研究者の枠組みを越えて、市民や社会運動家などの異なる視点で考え，日本と現代世界を問い
直す。積極的平和と能動的な平和主義とはなにか）、そして安倍政権が主張する「積極的平和主義」
を批判的に考察する。 
 
Ⅱ．学会誌『平和研究』第 30号―47号に見られる日本平和学会 
 
1.学際的、多義的、批判的な日本平和学会 
この部分は日本平和学会の会則、設立趣意書、学会のホームページ掲載された内容（分科会、声明、
ニューズレターなど）そして学会誌 30 号―47 号合わせて 10 年間の研究を基づき、日本平和学会
([PSAJ])の組織、理念、研究の視点、主張あるいは活動などを論じていく。 
1973年に設立された日本平和学会は会員数が 800名以上である。学会の研究、目的、主張などにつ
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いて、以下のように説明していく。まず、学会の会則と設立趣意書から見ていく。会則では「第 1条 本
会の名称は日本平和学会（The Peace Studies Association of Japan [PSAJ]）とする」、「第 2条 本
会は国家間紛争に焦点をおき、これに関連したあらゆる紛争の諸原因と平和の諸条件に関する科学的
研究を行い、関連諸領域の学問的発展に資することを目的とする。」1と規定している、一方、昭和
48年 9月に規定された設立趣意書の内容は簡単に説明していくと：「変わりゆく現実に対応しながら、
平和な世界を実現するための学術活動を持続的に展開してきた。国家間紛争はもとより、軍事主義、
不均衡な社会構造、貧困、環境・人権への脅威、差別など人間の安全を脅かす諸要因の除去に向けて、
学際的な研究を積み重ね、平和の構想を提示してきている。」2である。 
次に、学会活動などを簡単に説明していくと学会の活動は定例の春季研究大会と秋季研究集会、全
国７つの地域における地区研究会が実施、学会誌『平和研究』（年 2 号）の刊行、平和賞・平和研究
奨励賞の授与などを行う。英文のニュースレターを発行して、学会活動の成果を広く世界にも発信す
る。 
学会下に分科会が設置されている、20の角度から平和研究を行っている。それは①平和学の方法と
実践 、②憲法と平和 、③アジアと平和（旧：東南アジア） 、④植民地主義と平和（旧称：市民と平
和）、⑤軍縮・安全保障 、⑥アフリカ 、⑦環境・平和 、⑧平和教育 、⑨ジェンダーと平和 、⑩平
和文化 、⑪発展と平和 、⑫難民・強制移動民研究 、⑬非暴力 、⑭グローバルヒバクシャ 、⑮平和
と芸術 、⑯公共性と平和 、⑰ジェノサイド研究 、⑱平和運動 、⑲戦争と空爆問題 、⑳琉球・沖縄・
島嶼国及び地域の平和である。 
また、論説と声明も設置されている。論説の方は「安保法制 100の論点」と「平和フォーラム」二
つの部分がある、「安保法制 100 の論点」は第３次安倍政権が 2015 年 5 月に閣議決定して後、国会
のみならず広く日本社会で議論の焦点となっている法案であり、学会はそれに対して、様々な論点や
議論を集めて整理した論集である。内容によって、例えば：日米関係と東アジア、世界の紛争と暴力
の現状、安倍政権の「軍事化」政策などである。一方、「平和フォーラム」」では平和にかかわる喫
緊の課題を批判的に分析し、広く社会に向けて平和の構想を提示することを目的にする。主に日本と
東／北アジアの状況を取り上げ、平和研究・平和運動の多彩な視点を提示していく、内容は「１．東
アジアの平和をつくるために 、２．安倍政権の「積極的平和主義」と特定秘密保護法に対して 、３．
平和への権利の現在 、４．集団的自衛権と平和 」という四つの部分を分けている。 
そして五つの声明も打ち出したが、全体的に見ていくと、1．沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を
求める声明（2015 年 11 月 27 日）、2．安全保障関連法案に反対する日本平和学会理事会有志による
声明（2015 年 9 月 4 日）3．北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する脅迫事件（2014 年 11 月
15 日）、4．集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反対する緊急声明（2014 年 6 月 20 日）、5．
                                                          
1日本平和学会会則 https://www.psaj.org/本学会について/会則/ 
2日本平和学会設立趣意書 昭和 48年 9月 
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特定秘密保護法案に反対する会員有志による声明文（2013年 12 月 5 日）である。 
日本平和学会は日本国内における平和研究や活動が行うだけではなく、国際への連携も進んでいる。
主要な組織は国際平和研究学会(IPRA: International Peace Research Association)とアジア太平洋
平和研究学会(APPRA: Asia-Pacific Peace Research Association)である。 
 
2.学会誌第 30 号～第 47 号（2005 年~2016 年）の分析 
日本平和学会の学会誌『平和研究』の第 30 号―47 号を研究対象として、巻頭言の要約とそれに関
する日本国内外の事件と日本平和学会の対応の時間軸について、2005 年から 2016 年まで日本平和学
会研究の様子を整理する。 
表 
日本国内外の動向  日本平和学会の対応 
2005年度 
国連創設 60周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会 
30 号:【人道支援と平和構築】（2005 年 11 月
刊 
2006年度 
9 月 11 日 9.11 米同時多発テロから 5 年目に迎
える 
春季研究大会   /  秋季研究集会 
31号:【グローバル化と社会的『弱者』】（2006
年 11月刊） 
2007年度 
８月 15日 戦後 62周年を迎えた日 
春季研究大会   /  秋季研究集会 
32号:【スピリチュアリティと平和】（2007年
11月刊） 
2008年度 
G8サミット 
9月 21日 国連「国際平和デー」 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
33号:【国際機構と平和】（2008年 11月刊） 
2009年度  
4月 オバマ大統領 プラハ演説「核なき世界」 
8 月 1 日 フィリピン元大統領コラソン・アキノ
が亡くなる 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
34号:【アジアにおける人権と平和】（2009年
11月刊） 
2010年度 
4月 米、露「新 START条約」締結 
5月 NＰT再検討会議開催 
6月 4日 鳩山由紀夫内閣が総辞職 
6月 8日 菅内閣が発足 
9月 17日内閣改造、改造内閣発足 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
35号:【「核なき世界」に向けて】（2010 年 11
月刊） 
2011年度 
1月 14日 菅改造内閣終了 
3月 11日 東日本大震災 
9月 2日 野田内閣 
12月 16日「収束宣言」発表 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
37 号:【世界で最も貧しくあるということ】
（2011年 10月刊）  
36号 : 【グローバルな倫理】（2011年 5月刊） 
2012年度 
1月 13日 野田内閣 
6月 4日 野田第 1次改造内閣 
7 月 野田政権下の国家戦略室フロンティア分科
会 「能動的な平和主義」 
10月 1日 野田第 2次改造内閣 
12月 26日 野田第 3次改造内閣 
第 2次安倍内閣 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
39号:【平和の再定義】（2012年 10月刊）  
38 号:【体制移行期の人権回復と正義】（2012
年 4月刊） 
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2013年度 
第 2次安倍内閣 
9月 国連総会で積極的平和主義を強調 
12 月 4 日―17 日 「積極的平和主義」の明示と
規定され 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
特定秘密保護法案に反対する会員有志による
声明文 （2013年 12 月 5日） 
41号:【戦争と平和の法的構想】（2013年 10月
刊）  
40号:【「3・11」後の平和学】（2013年 9月刊） 
APPRA （ The Asia-Pacific Peace Research 
Association）研究大会（2013 年 11 月 12-14
日、タイ、バンコク） 
2014年度 
1月 所信表明演説で積極的平和主義に触れ 
9月 3日 第 2 次安倍内閣 
9月 19日 安倍政権『平和安保法制』 
12月 24日 第 2次安倍改造内閣 
 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する
脅迫事件 （2014年 11 月 15 日） 
集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反
対する緊急声明 （2014年 6 月 20日） 
４．集団的自衛権と平和（平和フォーラム）
9.18、11.11、11.17 
３．平和への権利の現在（平和フォーラム） 
2014年 9.11 
安倍政権の「積極的平和主義」と特定秘密保護
法に対して 2014年 3.18、19 
43号:【「安全保障」を問い直す】（2014 年 10
月刊）  
42号:【平和の主体論】（2014年 7月刊） 
IPRA（国際平和研究学会）第 25 回大会（2014
年 8月、トルコ、イスタンブール） 
2015年度 
10月 7日 第 3次安倍内閣第 1次改造内閣 
第二次世界大戦・アジア太平洋戦争終結 70周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
論説安保法制 100の論点 2015年 8 月 15日（第
３次安倍政権が 2015年 5月に閣議決定） 
平和フォーラム 2015年 5 月 14日―18日 
沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を求める
声明（2015年 11月 27日） 
安全保障関連法案に反対する日本平和学会理
事会有志による声明 （2015年 9月 4日） 
45号:【「積極的平和」とは何か】（2015 年 11
月刊）  
44号:【地域・草の根から生まれる平和】（2015
年 4月刊） 
APPRA（アジア太平洋平和研究学会）（The 
Asia-Pacific Peace Research Association）
研究大会（2015年 10 月 9-11 日、ネパール、カ
トマンドウ） 
2016年度 
8月 3日 第 3 次安倍第 1次改造内閣 
8月 3日から 2017年 8 月 3日まで 
第 3次安倍第 2次改造内閣 
 
春季研究大会 /  秋季研究集会  
47 号：【脱植民地化のための平和学】（2016
年 11月刊）  
46 号:【東アジアの平和の再創造】（2016 年 7
月刊） 
国 際 平 和 研 究 学 会 (IPRA: International 
Peace Research Association)2016 年大会（フ
リータウン・シエラレオネ） 
2017年度 春季研究大会 /  秋季研究集会 
出典：日本平和学会編『平和研究』早稲田大学出版部 第 30号（2005 年 11月）―47号（2016年 11月） 
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日本平和学会の『設立趣意書』に「国家間紛争はもとより、軍事主義、不均衡な社会構造、貧困、
環境・人権への脅威、差別など人間の安全を脅かす諸要因の除去に向けて、学際的な研究を積み重ね、
平和の構想を提示してきている。」が述べられている、また創刊号に掲載された川田 侃「会長に就
任して」3の文章では当時の会長川田氏は日本平和学会の平和研究に対して「平和研究は戦争の諸原因、
平和の諸条件という幅広い問題を取り扱うわけですから、どうしても各種の学問方法の援用が必要で
あり、既成の学問諸分野での活発な交流がおこなわなければならない」4と指摘されている。10 年間
巻頭言の研究成果から見ると、「学際的」な研究は日本平和学会のひとつの特徴であることは間違い
ない。具体的には、『平和研究 33 号:国際機構と平和』では国際機構の角度から平和研究、平和維持
を研究する、平和研究 35号:『「核なき世界」に向けて』と『平和研究 40号：「3・11」後の平和学』
は「核」問題について、従来軍事的における「核兵器」、また 3・11 後、民用の「核」にも含まれて
論じられた等である、すなわち、難民問題、ジェンダー、国際機構、「核」問題、貧困問題、地域開
発、法律など様々な角度から平和研究が行っている。 
一方、執筆者の専攻からみると、例えば：『平和研究 30号：人道支援と平和構築』の執筆者庄司真
理子―国際法学、政治学・国際関係論と宮脇昇―国際政治・国際公共政策・安全保障政策で、『平和
研究 36号 : グローバルな倫理』の執筆者山田哲也―国際法・国際組織論、また『平和研究 44号：『地
域・草の根から生まれる平和』の執筆者小田博志―文化人類学・民俗学、地域研究などである、すな
わち、社会学、政治学、法学、心理学、文化人類学、平和学など様々な学術者の平和研究を集まって
いる。最後に、前文が述べたように、20 の分科会があり、多様な領域から平和研究を行っていること
ができるそれも学会の「学際的」を反映されていることが分かった。そして、各領域の専門家と論文
も日本平和学会研究の「多様的」とうい特徴を表現されている。 
学会のもう一つの特徴は「批判的」である。設立趣意書に「単なる政策科学にとどまることに同意
しない。現存制度による知識の悪用に対しては絶えざる批判を続けるいわゆる批判科学をも発展させ
たいと考えている。」と述べられている、また川田 侃（第二期会長）は「「平和研究」は科学的検
証（個人の主観的意図をしばしば超えてはたらくところの社会的法則や動向を見きわめること）にた
えるものであると同時に、「批判的科学」であることを必要」と提示していた（「会長に就任して」
『平和研究』創刊号）。10 年間の会誌から見ると、『第 39 号 : 【平和の再定義】』は 1945 年の敗
戦経験以降の日本において、「国際貢献の名のもとに「軍備による平和」を可能的にすぐ、なし崩し
的に自衛隊の海外派遣が進んでいる」、「日本という国家が組織的暴力の行使を「合憲的」になしう
るチャンネルがやすやすと開かれるようになって」と述べ、「平和」という呼び方が恣意的に使われ
ていることと指摘、日本の平和研究は戦争体験という原点から発生した平和主義の外装だけを繰り返
し唱えること、憲法の空洞化と裏腹に日米安保体制の実質化を許すこと、また広義の暴力という対象
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4同上 
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を見失い、技術的な軍事的解決による平和へと関心を狭隘化させてしまう傾向もでてきる、日本平和
への模索はこの二つの潮流の罠に陷ってしまうも指摘し、それについて批判を付けた。また、『第 45
号「積極的平和」とは何か』に日本自公政権の「積極的平和主義」による安保政策を大きく転換させ
るのような一連の法制化、政策決定を推進すること、「積極的平和」の概念を恣意的区分とともに、
特定の政策方面に向かけた狭隘な標語として用いられる現状を取り上げ、批判された。 
その他、学会は平和研究の姿勢について、平和研究と平和運動の実践運動とその活動形態で「一線
を描す必要がある」5と提示され、また学会誌に掲げている東アジア、植民地主義、軍縮・安全保障、
ジェンダーなど文科会とそのフォーラム活動から見て、日本平和学会では単純に学術研究を行うだけ
でなく、「エクスポージャー」（足で考える）、いわゆる「現場主義」も重視している学会であると
考える。 
 
3.学会 10 年間の中心的な論点：「平和を再定義する」、「積極的平和」 
10年間の平和研究を踏まえて、日本平和学会の研究は基本的に学会の会則と設立趣意書に基づいて
進んでいることが理解できた。その中で中心的な論点及び資料は学会誌第 39 号と 45 号であると考え
る。そこで再度第 39号と第 45号の論点を説明していきたい。第 39号『平和を再定義する』では「主
体的な平和の実現へ。『平和』とは、誰の、どのような状態を意味してきたのか。 多義性に富む「平
和」を、学問分野を越え、異なる視点で考え、日本と現代世界を問い直す」と論じている。そのため
にまず、戦後日本の平和における政府と国民の意識や現状、また平和の研究と維持に関する研究から、
「平和」の概念、平和の主体は多義的であると述べ、平和を研究の対象とするものの間で共有できる
討論の場を作り、どういうものが平和研究の範疇に入りえないとの排除の論理ではなく、異なる視点
による平和をどうつないていくかという、包摂的な作業の必要性に言及している。また、人々の間に
能動的平和主義を育成し、強者による平和の議論となる危険性を自覚し、構造的暴力の上に無自覚に
乗りながら展開される構造的暴力批判という自己矛盾に目を向けていく必要性を論じた。そして、批
判的な視点から平和研究を行い、平和を能動的に生み出すことが必要であると指摘した。 
第 45 号の『「積極的平和」とは何か』では「戦後 70 年、問い直す「平和」。憲法を軸に、過去の
戦争を反省し、その惨禍を語り継いできた戦後日本。大きな転換点をむかえた今、戦争ではなく、平
和に向けた理論の創造を求める」と論じた。この会誌では、日本自公政権の「積極的平和主義」によ
る安保政策を大きく転換させるのような一連の法制化や政策決定の推進、そこにおける「積極的平和」
の概念が恣意的区分とともに、特定の政策方面に向かけた狭隘な標語として用いられている現状を取
り上げている。そして、戦後 70年という節目に迎えて、「平和」の意味、「平和主義」とは何か、そ
の何が「積極的」なのかという根本的な問題について、政治哲学、平和思想史といった分野の知識を
踏まえて問い直し、将来に向けた実証的かつ理論的な知見を学界並びに公共圏に提示することを目指
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していくことを論じられた。 
この二つの会誌は学会が提唱された「学際的」、「批判的」平和研究、日本の平和研究を原動力と
している「憲法 9 条」、戦争挑発の危険をはらむ力の倫理―「力による平和」という倫理を徹底的に
否定する、権力政治の現状への強い批判などを含まれて論じた。日本における平和の現状、また平和
研究の使命などを明らかにすることによってかなり意義が高いであると考えられる。 
 
Ⅲ．学会誌 39 号、45 号に見られる「平和を再定義する」と「積極的平和」の意味 
学会誌 30号―47号を掲げた 10年間の研究の中に、興味が持つそして中心的な部分である学会誌第
39 号『平和を再定義する』、第 45 号『「積極的平和」とは何か』を基づく、日本平和学会の平和研
究の中に「平和を再定義する」、「積極的平和」の定義また安倍政権の「積極的平和主義」への批判
について研究する。他方、「積極的平和」及び「積極的平和主義」に対する他の研究者の意見も含め
て検討する。 
 
1.多義的な平和研究の場を創る「平和を再定義する」 
「平和を再定義する」とうい提言は日本平和学会のニューズレター巻頭言 『《平和を定義する力》
を平和研究に取り戻す―石田 淳』（第 19巻第 1号 2010 年 4月 25日）に語られた。19期の会長に務
めた石田淳は「平和研究は、平和を暴力に対置することによって権力や構造に抗う論理を探ってきた
が、このところ平和の定義をめぐって平和研究は守勢に立たされている。この知的停滞をどうにか打
開できないものだろうか。」、石田はこう問うたあと、冷戦終結後、国連安全保障理事会がその集団
的安全保障措置を決定する際、「平和に対する脅威」の認定を拡大してきたことや、「人道的破局」
の発生防止のために個別国家が独自判断に基づく軍事介入を実施してきたこと、あるいは 2003年のイ
ラク戦争時「安保理は加盟国による武力行使を明示的に容認しなかったにもかかわらず、個別の大国
が独自の判断に基づいて安保理決議を単独執行することによって、平和の定義をいわば私物化したこ
と」など、いわば権力側、体制側からする平和の定義を例に挙げ、次のように述べている。 
「いかなる勢力によるものであれ、いかなる意図に基づくものであれ、平和の定義が独占されてし
まっては、そのような平和認識に基づく政策は国内社会においても国際社会においても十分に広範な
同意を確保できるものではない。新たな脅威の出現が語られ、平和が人間にとって持つ意味が不確か
になった時代であるだけに、平和研究も《平和を定義する力》を取り戻さなければならないだろう。
そのためにも、平和学会も平和の定義を独占してはならないのだろうと思う。複数の平和の定義を許
容して、多様な平和観が共存する――そして競合する平和観の切磋琢磨が個々の平和観を鍛える――
知的空間を学会内部に作り出すべきだ」（石田[2010]2頁)。 
石田氏の意見を簡単に説明していくと、「平和学会もまた平和の定義を独占してはならないこと、
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そして学会内における複数の平和の定義の共存・競合・切磋琢磨の重要性を語っている」6、すなわち、
39号が提示されたように、平和の多義性と学会の「学際的」研究姿勢をしている。 
一方、前章の表を表している 2010 年から 2015 年日本国内の様子に見ると、五年間日本政体、内閣
が頻繫に変動することがわかった。この間に民主党や自民党の交替に従って、野田政権、安倍政権は
憲法、平和に関する政策を打ち出した。また、39号に「日本の平和研究は戦争体験という原点から発
生した平和主義の外装だけを繰り返し唱えることで、憲法の空洞化と裏腹に日米安保体制の実質化を
許すこと、また広義の暴力という対象を見失い、技術的な軍事的解決による平和へと関心を狭隘化さ
せてしまう傾向もでてきる、日本平和への模索はこの二つの潮流の罠に陷ってしまう」と論じられ
た。それに対して、日本平和学会は日本の平和をもう一度整理し、定義する必要がある、設立趣意書
を従って、平和の主体を見つめて、多義性に富む「平和」を，学問分野を越え，異なる視点で考えい
くべきである。 
 
2.「積極的平和」とは 
学会誌第 45号では「積極的平和」を取り上げて論じたが、これから「積極的平和」の定義を整理し
ていく。 
まず、学会誌にも紹介された平和学の創設世代の一人であるガルトゥング博士が定義した「積極的
平和」の概念とは「戦争（直接的暴力）の無い状態が平和、と当然に解されていた時代にあって、飢
餓や抑圧、差別などの「構造的暴力」も平和研究の対象として設定し、それらの克服された社会的正
義としての状態」『暴力、平和と平和研究』（1969「Journal of Peace Research」Vol.6, No.3） 
次は日本における積極的平和主義の様相を整理していく。 
⓵1977年に防衛官僚の久保卓也は「戦後日本の「平和主義は、憲法上の解釈、そこから由来する非
武装中立論、非核三原則、不可侵条約の提案等にみられるように、わが国は何々をしない、という
受動的、消極的な平和主義」といえ、「国際の安定と平和の創出のために何かするという、能動的、
積極的平和主義への転換が必要」と語った。（p.93）」7 
⓶1991 年 11 月に、湾岸戦争後、国際政治学者で、シンクタンク・日本国際フォーラム理事長の伊
藤憲一は「わたくしは、憲法は日本の積極的な国際的貢献を禁じているどころか、むしろそれを求
めていると考える。憲法はその第九条で「加害者にならない」ための禁欲的自己規制（すなわち消
極的平和主義）を打ち出す一方で、前文のなかで「貢献者となる」ための利他的自己犠牲（すなわ
ち積極的平和主義）を宣言している。憲法解釈のあるべき姿は、この両者の均衡と調和のなかにこ
                                                          
6学会誌第 45号特別寄稿論文：「平和を再定義、あるいは平和を定義する力を取り戻すために―黒田俊郎」（2015
年 11月） 
7真田尚剛「防衛官僚・久保卓也とその安全保障構想――その先見性と背景」河野康子・渡邉昭夫編『安全保障政
策と戦後日本 1972～1994――記憶と記録の中の日米安保』（千倉書房、2016 年）（pp.93）。 
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そ求められるべきであろう。（p.118）」8と提唱した。また 2007年の著書『新・戦争論：積極的平
和主義への提言』（新潮新書）で本格的に展開した。 
⓷1992年 6月に自由民主党の「国際社会における日本の役割に関する特別調査会」（会長が小沢一
郎）の提言において、「積極的平和主義」との言葉が用いられた。 
⓸2001年 3月に総合研究開発機構（NIRA）9は「積極的平和主義を目指して-「核の傘」問題を含め
て考える」と題した報告書を提出した。 
⓹2009年に、「積極的平和主義と日米同盟のあり方」10と題する政策提言を発表した。 
⓺2012年 7月に野田政権安全保障政策は「能動的な平和主義」11を提唱した。 
⓻2013年 12 月 17日に、第二次世界大戦後初めてとなる国家戦略（大戦略）として、国家安全保障
会議及び第 2 次安倍内閣の閣議で決定された。 
⓼2014年に「積極的平和主義と日本の針路」12と題する政策提言を発表した。 
最後に、日本平和学会による「積極的平和主義」の意味について少しだけ論じたいと思われる。現
代平和学でいう「積極的平和」の意味とは戦争や内戦などの直接的暴力、経済的搾取、貧困などいわ
ゆる社会的不正義という構造的暴力、それらを肯定しようとする選民思想などの文化的暴力のような
あらゆる暴力を世界からなくしていくである。日本平和学会は平和学の概念を一つ理論として研究し
ている組織であり、学会誌『平和研究』第 43号の巻頭言「平和のための安全保障を求めて」に「平和
学は個々の人間の生命と生活の安全を直接的構造的暴力から守ることを、安全保障の課題とする。安
全保障の客体として最優先すべきは、なによりも個々の人間であり、国家ではない。個々の人間の安
全に対する脅威には、戦争のような軍事的脅威を含む様々な暴力が幅広く含まれる。また、平和学は、
国家だけでなく、非国家主体にも安全保障の提供者としての役割を認めるべきだと考える。さらに、
できるだけ軍事力に依存しない、非暴力的な手段による安全保障を追求する。軍事力の役割に対する
平和研究者の立場は一様ではないが、軍事力の役割の低減を志向する点では一致している国家安全保
障論が国家中心主義的で軍事力重視であるのに対し、平和学の安全保障論の特色は、人間優先ー国家
中心主義批判、非暴力志向と表現できる。」13と語り、それによって、学会は「積極的平和主義」に
対する定義は「非軍事、非暴力」であると考える。 
 
                                                          
8伊藤憲一（1991年 11月）『「二つの衝撃」と日本』（PHP 研究所刊）の一節「消極的平和主義と積極的平和主義」
（pp.117-120） 
9公益財団法人総合研究開発機構（そうごうけんきゅうかいはつきこう、英称：Nippon Institute for Research 
Advancement、通称：NIRA）は、国政、国際関係、地域を中心として、政策提言を行っている日本の政策研究機関
である。 
10第 32政策提言積極的平和主義と日米同盟のあり方 日本国際フォーラム（2009 年 10月） 
11 <フロンティア分科会報告書>あらゆる力を発露し創造的結合で新たな価値を生み出す「共創の国」づくり 内閣
官房（2012 年 7月 6日） 
12第 37政策提言積極的平和主義と日本の針路 日本国際フォーラム（2014 年 8月） 
13日本平和学会編 第 34号 : 【アジアにおける人権と平和】（2009 年 11月刊）早稲田大学出版部 巻頭言 平
和のための安全保障を求めて p．v 
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3.安倍政権の「積極的平和主義」とは 
2017 年 11 月、第四次安倍内閣が発足している。日本平和学会は安倍政権が提唱している「積極的
平和主義」について、疑問や批判を続いている。2013年 12 月 17日に第 2 次安倍内閣が決定された「積
極的平和主義」はどのようなことであるか。 
『国家安全保障戦略』第 II 章 1節に「他方、現在、我が国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増
していることや、我が国が複雑かつ重大な国家安全保障上の課題に直面していることに鑑みれば、国
際協調主義の観点からも、より積極的な対応が不可欠となっている。我が国の平和と安全は我が国一
国では確保できず、国際社会もまた、我が国がその国力にふさわしい形で、国際社会の平和と安定の
ため一層積極的な役割を果たすことを期待している。これらを踏まえ、我が国は、今後の安全保障環
境の下で、平和国家としての歩みを引き続き堅持し、また、国際政治経済の主要プレーヤーとして、
国際協調主義に基づく積極的平和主義の立場から、我が国の安全 及びアジア太平洋地域の平和と安定
を実現しつつ、国際社会の平和と安定及び繁栄の確保にこれまで以上に積極的に寄与していく。この
ことこそが、我が国が掲げるべき国家安全保障の基本理念である。」と述べている。 
いわゆる国のみならず、地域および国際社会の平和の実現のために、能動的・積極的に行動を起こ
すことに価値を求める思想である。それも日本の安全保障戦略の基本理念として掲げられた。また積
極的平和主義が目指す具体的内容では「専守防衛や軍縮などのような平和国家としての原則を維持し
つつ、PKO など国連の安全保障措置に積極的に参加することなどである」といえる。国家安全保障戦
略においては、「積極的平和主義」の語は「国際協調主義に基づく積極的平和主義」の形で用いられ
ており、国際協調を基礎に置くことが前提条件となっている14。 
今日、安倍政権の「積極的平和主義」の提唱者は外務省出身で内閣官房副長官補・国家安全保障局
次長の兼原信克氏と言われている。論文では安倍政権の「積極的平和主義」の由来について、日本平
和学会の君島東彦氏の文章を参考する。君島は「これは日本外務省の「湾岸戦争トラウマ」に由来す
ると見るべきでしょう。1990-91 年、イラクのクウェート侵攻に米軍を中心とする多国籍軍が対処し
た湾岸戦争のとき、日本は財政支援のみで軍事的貢献をできなかったことが、日本外務省のトラウマ
となっています。この頃から、小沢一郎氏や伊藤憲一氏など保守政治家および外務省筋は、それまで
の日本の政策を「一国平和主義」あるいは「消極的平和主義」と呼んで、それからの転換、つまり「積
極的平和主義」を主張してきました。その後も、「積極的平和主義」への転換を主張する民間シンク
タンクの提言が何度か発表されています。」15と語った。 
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4.四人の安倍政権「積極的平和主義」の批判 
安倍政権の「積極的平和主義」が決定された後、平和研究者、学会、メディアなどから疑問や批判
が絶えず、この部分は日本平和学会会員 2名また他の研究者の意見を整理し論じていく。 
まず、藤田 明史は『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』に 2013 年
9 月 26 日に安倍首相が第 68 回国連総会の一般討論演説の発言「日本として、積極的平和主義の立場
から、PKO を始め、国連の集団安全保障措置に対し、より一層積極的な参加ができるよう、私は図っ
てまいります。」について、安倍首相の基本的な認識の誤りについて二点を指摘した。第一に、「こ
うした文脈において「積極的平和主義」という言葉を用いることは、それがもつ本来の意味を曖昧に
する、概念の甚だしい誤用であると言わなければならない。現代平和学において「積極的平和」
（positive peace）の概念は、暴力の否定を意味する「消極的平和」（negative peace）の概念の上
に成立する。すなわち、消極的平和と積極的平和はコインの両面なのである。ゆえに、戦争を否定す
る憲法 9 条の「消極的平和主義」に対し安倍氏が「積極的平和主義」を言うのであれば、論理の一貫
性を重視する限り、戦争（国家による組織的・集団的暴力）の否定をより実質ならしめる諸施策――
専守防衛の徹底、災害救助隊および非暴力平和隊への自衛隊の改組、紛争転換・調停・和解への積極
的関与など――をこそ彼は表明すべきであったのだ。」16としている。 
また、「第二に、よりによって国連の場において、日本国憲法の「消極的平和主義」を事実におい
て否定する安倍氏の発言は、憲法それ自体の尊厳を著しく損なう行為であると言わなければならない。
なぜなら、およそ憲法の論理は自らを縛る論理であり、そのことをつねに誰よりも反省すべき立場に
安倍氏はあるからだ。しかし彼の発言からは、それとは正反対の、日本の既得権益を専ら守る自己正
当化の論理しか聞こえてこない。これでは軽蔑の対象にこそなれ、世界の心ある人々の尊敬を得るこ
とは到底できないであろう。」17と指摘している。 
続いて、君島東彦は『 安倍政権の基本政策として「積極的平和主義」という言葉をよく聞きますが、
これは何なのでしょうか。』に「安倍政権の「積極的平和主義」は、非軍事的な取り組みを視野に入
れつつも、自衛隊海外派遣等によって国際社会における相応の軍事的役割を果たしていく──したが
って国連安保理の常任理事国入りもなお追求する──という側面が強調されています。日本国憲法か
ら「積極的平和主義」が導かれたのではなくて、逆にこの「積極的平和主義」に適合するように日本
国憲法９条を改変することが追求されています。」と語り、一方、「安倍政権は「積極的平和主義」
の英訳として、「proactive contribution to peace」という言葉を使っています。非軍事、非暴力を
含意する「pacifism」という英語は使えないわけです。わたしたちは絶えず「平和主義」あるいは「平
和」が何を意味しているのか、吟味する必要があります。」18と指摘された。  
                                                          
16藤田 明史『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』『トランセンド研究』 11巻 2号
掲載 
17同上 
18同上 
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 また、君島東彦は文章に日本国憲法の平和主義にも含めて説明している。君島は日本国憲法の平和
主義には２つの側面があると述べ、１つは「しない」平和主義であり、「９条は「武力行使をしない」
「戦力を保持しない」ことを求めています。これは日本政府に対する禁止です」と指摘し。もう１つ
は「する」平和主義である。「憲法前文を注意深く読むならば、日本国憲法は国際社会の暴力──専
制と隷従、圧迫と偏狭、恐怖と欠乏──の克服に積極的に取り組む日本国民の決意を確認しているこ
とがわかります。この側面は積極的な政策展開ないし実践となりますから、積極的平和主義といえま
す。」19を説明した。 
 他方、日本弁護士連合会は「集団的自衛権の行使容認に反対する決議」(2013 年 5 月 31 日)に「集
団的自衛権とは、政府解釈によると「自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接
攻撃されていないにもかかわらず、実力をもって阻止する権利」である。これまで政府は、憲法第９
条の下において許容されている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必要最小限度の範囲にとどま
るべきものであると解しており、集団的自衛権を行使することは、その範囲を超えるものであって、
憲法上許されないとしてきた。 
ところが、現在、政府は、この政府解釈を変更して集団的自衛権の行使を容認しようとする方針を
打ち出している。また、議員立法によって国家安全保障基本法を制定しようとする動きもある。 
しかしながら、自国が直接攻撃されていない場合には集団的自衛権の行使は許されないとする確立
した政府解釈は、憲法尊重擁護義務（憲法第 99条）を課されている国務大臣や国会議員によってみだ
りに変更されるべきではない。また、下位にある法律によって憲法の解釈を変更することは、憲法に
違反する法律や政府の行為を無効とし（憲法第 98条）、政府や国会が憲法に制約されるという立憲主
義に反するものであって、到底許されない。」20の意見を強く出した。また、連合会は 2005 年 11 月
11日の第 48回人権擁護大会における「立憲主義の堅持と日本国憲法の基本原理の尊重を求める宣言」、
そして 2008年 10月 3日の第 51回人権擁護大会における「平和的生存権および日本国憲法９条の今日
的意義を確認する宣言」において、「集団的自衛権の行使は憲法に違反するものであり、憲法の基本
原理である恒久平和主義を後退させ、全ての基本的人権保障の基盤となる平和的生存権を損なうおそ
れがある」と表明し、「憲法の定める恒久平和主義・平和的生存権の今日的意義を確認するとともに、
集団的自衛権の行使に関する確立した解釈の変更、あるいは集団的自衛権の行使を容認しようとする
国家安全保障基本法案の立法に、強く反対する。」21という声明を打ち出した。 
最後では、2014年７月４日立憲デモクラシーの会の記者会見における記事に、国際基督教大学教授
千葉眞は「積極的平和の曲解であり(ジョージ・オーウェルの小説『1984年』に描かれる)「戦争は平
和である」式のダブル・シンク（二重思考）、あるいはダブル・トーク（二重語法）ではないか」22と
                                                          
19同上 
20日本弁護士連合会「集団的自衛権の行使容認に反対する決議」(2013 年 5月 31日) 
21同上 
22内田樹「立憲デモクラシーの会、７月４日の記者会見 (内田樹の研究室)」(2014 年 7月 15日). 
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批判した。この記者会見の内容では安倍内閣の解釈改憲への抗議声明として安倍政権の「デマゴギー」
に対する徹底的な批判が語られている。千葉眞は安倍政権の「積極的平和主義」について、次のよう
に指摘した「安倍内閣の用語法の問題は、イメージのよい言葉の羅列によって、事態を粉飾する傾向
にあることにも見てとれます。例えば、タカ派的な軍事強調路線を、軍事による抑止力を高めると称
して、安倍政権は「積極的平和主義」と呼んでいます。これは、よいイメージにするために言葉をも
てあそぶ「言葉の操作」でしかないだろうと思います。ジョージ・オーウェルの小説『1984年』に出
てくる、「戦争は平和である」式のダブル・シンク（二重思考）、あるいはダブル・トーク（二重語
法）の用語法です。そしてこの「国際協調主義に基づく『積極的平和主義』」という表現は、7 月 1
日の閣議決定文書に 3 度も出てきます。閣僚たちがこの心地よい言葉で集団的な自己催眠にかかり、
自分たちの軍事強調路線を正当化しているようにしか読めません。」 
以上の論文や声明から、安倍政権が規定された「積極的平和主義」への疑問や批判は、以下のよう
ないくつかの共通点がある。主に⓵ガルトゥング博士が定義した「積極的平和」という概念の誤用、
⓶憲法 9 条の違反また改憲すること、⓷安倍政権の軍事路線の強調、武力の行使することが挙げられ
る。 
 
Ⅳ．日本平和学会の「能動的な平和」 
この部分は日本平和学会の学会誌、分科会またニューズレターに提示された「能動的」な平和につ
いて論じる、日本平和学会が主張する「能動的」な平和の意味、平和研究とどう関連付けるについて
考察する。 
 
1.「能動的な平和」とは：武力・暴力の手段を使わず、能動的、積極的に「平和」について動きかけ
てゆく「能動的な平和」 
学会誌、ニューズレターを研究する途中、「能動的」という言葉を注目している、学会が言われる
「能動的」な平和は一体どのようなことであろうか。ここで少し検証していきたい。まず「能動的」
とは何か。言葉の意味は「自分から他へはたらきかける」ということである。日本平和学会が提唱す
る「平和」と合わせて考えると、平和学でいう「積極的平和」の定義に従って、「能動的な平和」と
は非暴力的、非武力的な手段を使い、積極的に「平和」を活性化（多角度、多義的、批判的）させて
いき、人々の平和意識も喚起させていく。すなわち、武力、暴力などの手段を使わず、能動的、積極
的に日本国内外の「平和」について動きかけていくことであると考えられる。 
 
2.「能動的平和」と「能動的平和主義」に対する考察 
学会誌第 39号の巻頭言に「能動的な平和主義」というが表現がある。そして、同文章「残された課
題」の「人々の間に能動的な平和主義を生んでいかなくてはならない」という文章にも「能動的な平
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和主義」について述べられている。第 2 章で述べたように「能動的な平和主義」が言及されている声
明、文章は 2.2節に掲げている 2012年 7月に野田政権が提唱した「能動的な平和主義」を含めている
安全保障政策と第 39号に挙げられたフロンティア分科会・平和のフロンティア部会の『＜平和のフロ
ンティア部会報告書＞ ～平和の包括的な創り手として～』（2012 年 7 月 6 日）である。「能動的な
平和」と「能動的な平和主義」の違いを持つことは当然であると考えられる。しかし、本論文では論
じない。その差異について、一つの考察として、将来の研究において探求していきたいと考えられる。 
 
Ⅴ．まとめと今後課題 
本稿では『日本平和学会設立趣意書 （昭和 48 年 9 月）』には「国家間紛争に焦点をおき、これに
関連したあらゆる紛争の諸原因と平和の諸条件に関する科学的研究を行い、関連諸領域の学問的発展
に資することを目的とする学会である。」と述べられている。また、「決して単なる政策科学にとど
まることに同意しない。現存制度による知識の悪用に対しては絶えざる批判を続けるいわゆる批判科
学をも発展させたいと考えている」という。更に 20の分科会、様々な研究領域と研究者による「学際
的」な立場、日本国憲法に基づく「積極的平和」の立場に立って研究を続けてきたことを理解できた。
研究を行う中で問題点も浮かび上がってきた今回の研究対象である日本平和学会は 40 年以上の歴史
を有する、手元にある 10年の学会誌についての研究は不十分であり、研究しなければならない問題は
数多く残されている、日本平和学会はアジア諸国とともに平和研究を行っている、しかし、中国との
対話は限られ、中国に関する研究、中国人研究者の投稿は不十分である、中日学界活動も少ない（日
中平和学交流事業回数：2 回、2015，2017 年）、「一帯一路」を打ち出した中国は今後、世界の繁栄
によって重要な役立つに違いない、中日両国の平和活動について、さらに研究していきたい。 
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